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○薩摩川内市危険ブロック塀等解体撤去促進事業補助金交付要綱  

令和２年１月１０日  

告示第２０号  

改正 令和３年２月１８日告示第９４号  

令和５年１２月２５日告示第８０８号  

（趣旨）  

第１条 この告示は、薩摩川内市補助金等基本条例（平成１８年薩摩川内市条例

第４０号。以下「条例」という。）第４条第１項の規定に基づき、及び条例を

実施するため、薩摩川内市危険ブロック塀等解体撤去促進事業補助金（以下「補

助金」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。  

（交付の目的）  

第２条 市長は、危険ブロック塀等の倒壊等による被害の防止を図るとともに、

避難のための経路を確保することを目的に、当該危険ブロック塀等を解体撤去

する者に対して、予算の範囲内において補助金を交付する。  

（定義）  

第３条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。  

⑴ ブロック塀等 コンクリートブロック造、石造、れんが造その他の組積造

による塀及び門柱をいう。  

⑵ 危険ブロック塀等 ブロック塀等のうち、市長が別に定める基準に基づき、

不良と判定されたものをいう。  

⑶ 道路等 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第３条第２号から第４号ま

でに掲げる道路その他一般の交通の用に供する道で市長が認めるものをいう。 

⑷ 解体撤去業者 市内に本店又は営業所を有し、建設業法（昭和２４年法律

第１００号）別表第１の下欄に掲げる土木工事業、建築工事業若しくは解体

工事業に係る同法第３条第１項の許可を受けたもの又は建設工事に係る資材

の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）第２１条の登録を

受けたものをいう。  

（補助対象）  

第４条 補助金の交付対象は、市内に存する危険ブロック塀等で、道路等に面し、

かつ、高さが１メートル以上（危険ブロック塀等が基礎又は擁壁の上に設置さ

れている場合は、当該危険ブロック塀等の高さが６０センチメートル以上で、

かつ、当該危険ブロック塀等に基礎又は擁壁を含んだ高さが１メートル以上）

のものとする。  
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（補助対象者）  

第５条 補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各

号のいずれかに該当する者とする。  

⑴ 市税等を滞納していない者で、かつ、市内に存する危険ブロック塀等の所

有者（法人を除く。）又は当該危険ブロック塀等の解体撤去について所有者

から委任を受けた者  

⑵ 前号に掲げる者のほか、市長が適当と認める者  

（補助対象工事）  

第６条 補助金の交付対象となる工事（以下「補助対象工事」という。）は、次

に掲げる要件の全てを満たすものとする。  

⑴ 工事に要する費用（消費税及び地方消費税を含む。）が１０万円以上であ

ること。  

⑵ 解体撤去業者に依頼する危険ブロック塀等の全部若しくは一部の解体撤去

工事又は市長が補助の対象として適当と認める工事であること。  

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する工事等は補助の対

象としない。ただし、市長が特別の事情があると認めるときは、この限りでな

い。  

⑴ 公共事業による移転、建替えその他の補償の対象となるブロック塀等の解

体撤去工事  

⑵ 既に倒壊したブロック塀等の撤去工事  

⑶ １，０００平方メートル以上の開発行為により築造されたブロック塀等で、

築造から５年以内に実施される解体撤去工事  

⑷ 敷地を造成するために行うブロック塀等の解体撤去工事  

⑸ 前各号に定めるもののほか、市長が補助の対象として不適当と認める工事  

（補助金の額等）  

第７条 補助金の額は、補助対象工事に要する費用の額又は危険ブロック塀等の

長さに１メートル当たり２万１，０００円を乗じて得た額のいずれか少ない額

の２分の１とし、その限度額は２０万円とする。この場合において、補助金の

額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額とする。  

２ 補助金の交付回数は、原則として同一敷地又は同一所有者について１回限り

とする。  

（補助金の交付申請）  

第８条 補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「申請者」という。）

は、解体撤去工事の着手前に薩摩川内市危険ブロック塀等解体撤去促進事業補
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助金交付申請書に次に掲げる書類を添えて、市長に申請しなければならない。  

⑴ 申立書  

⑵ 代理権限を証する委任状（申請者と所有者が異なる場合又は所有者が複数

である場合）  

⑶ 市税等の滞納がない証明書  

⑷ 工事見積書（内訳明細の付いたもの）の写し  

⑸ 危険ブロック塀等の位置図及び配置図  

⑹ 工事着手前の危険ブロック塀等及び敷地全景を含む周辺の現況写真  

⑺ 補助金の受領に係る権限を施工業者に委任する旨の委任状  

⑻ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類  

２ 前項の規定にかかわらず、同項第３号に掲げる書類は、市が保有する情報に

より調査することについて申請者が同意する場合は、省略することができる。  

（補助金の交付の決定の通知）  

第９条 市長は、前条の規定による申請があった場合は、速やかにその内容を審

査し、補助金を交付することが適当であると認めたときは、補助金の交付を決

定し、薩摩川内市危険ブロック塀等解体撤去促進事業補助金交付決定通知書に

より申請者に通知するものとする。  

（解体撤去工事の変更等）  

第１０条 前条の規定により補助金の交付決定の通知を受けた申請者（以下「補

助交付決定者」という。）は、解体撤去工事の内容を変更しようとするときは、

あらかじめ薩摩川内市危険ブロック塀等解体撤去促進事業計画変更承認申請書

に次に掲げる書類を添えて、市長に提出し、その承認を受けなければならない。  

⑴ 変更後の工事見積書（内訳明細の付いたもの）の写し  

⑵ 変更工事箇所及び内容の分かる図面及び写真  

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類  

２ 前項の申請書を提出しようとする者は、その工事の内容が補助対象工事の要

件を満たしているか等について、あらかじめ市長と協議しなければならない。  

（補助金の額の変更交付決定通知）  

第１１条 市長は、前条の規定により変更承認申請があったときは、その内容を

審査し、適当と認めた場合は、薩摩川内市危険ブロック塀等解体撤去促進事業

補助金変更交付決定通知書により補助交付決定者に通知するものとする。  

２ 申請事項の変更により補助対象経費が増額となっても、補助金の交付決定金

額は増額しないものとする。  

（解体撤去工事の取りやめ）  
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第１２条 補助交付決定者が、当該通知に係る解体撤去工事を取りやめようとす

るときは、薩摩川内市危険ブロック塀等解体撤去促進事業計画取りやめ届を市

長に提出しなければならない。  

（実績報告）  

第１３条 補助交付決定者は、解体撤去工事が完了した翌日から起算して２０日

が経過した日又は補助金の申請日の属する年度の３月１５日のいずれか早い日

までに薩摩川内市危険ブロック塀等解体撤去促進事業実績報告書に次に掲げる

書類を添えて、市長に提出しなければならない。  

 

⑴ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第１２

条の３第１項に規定する産業廃棄物管理票A票の写し  

⑵ 工事施工中及び工事完了後の写真  

⑶ 工事代金（解体撤去工事に要した経費から補助金の額を差し引いたもの）

の領収書の写し  

⑷ 解体撤去工事全体の内訳明細書  

⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類  

（補助金の額の確定）  

第１４条 市長は、前条の規定による報告があった場合は、速やかにその内容を

審査し、必要に応じて調査を行い、補助金を交付することが適当であると認め

たときは、補助金の交付を確定し、薩摩川内市危険ブロック塀等解体撤去促進

事業補助金交付確定通知書により、当該補助交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の交付の請求等）  

第１５条 前条の通知を受けた補助交付決定者は、市長の指示するところにより、

当該補助金の交付を請求することができる。  

２ 当該補助金の交付は、受領に係る権限の委任を受けた施工業者に対し行うも

のとする。  

（調査等）  

第１６条 市長は、必要があると認めるときは、補助交付決定者に対し、必要な

報告を求め、又は関係職員をしてその内容を調査させることができる。  

（補助金の交付の決定の取消し又は返還）  

第１７条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金交付決定者に

対し、薩摩川内市危険ブロック塀等解体撤去促進事業補助金（変更）交付決定

（一部）取消通知書を交付し、当該補助金の交付の決定の全部若しくは一部を

取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を求めることが
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できる。  

⑴ 申請書その他の書類に虚偽の記載をし、補助金交付の条件に違反し、又は

不正の行為をしたと認めたとき。  

⑵ 補助金交付の決定の前に着手したとき。  

⑶ 第１２条の規定による届出があったとき。  

⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が相当と認める事由があったとき。  

（成果）  

第１８条 この補助金の交付を通じて得ようとする成果は、地域住民の生命、身

体又は財産の保護及び避難のための経路の保全とする。  

（見直しの期間）  

第１９条 補助金に係る条例第４条第１項の市長が定める期間は、３年とする。  

（効果の測定）  

第２０条 補助金に係る条例第４条第２項第１号に定める効果は、危険ブロック

塀等解体撤去促進事業を行った数によって測定するものとする。  

（様式）  

第２１条 この告示において規定する書類の様式は、市長が別に定める。  

（その他）  

第２２条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。  

附 則  

この告示は、令和２年４月１日から施行する。  

附 則（令和３年２月１８日告示第９４号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現にこの告示による改正前の薩摩川内市危険廃屋等解体

撤去促進事業補助金交付要綱及び薩摩川内市危険ブロック塀等解体撤去促進事

業補助金交付要綱の規定により作成されている様式書類は、なお当分の間、適

宜修正の上使用することができる。 

附 則（令和５年１２月２５日告示第８０８号）  

この告示は、令和６年４月１日から施行する。  

 


